
 
 

 

 

令和５年 11 月 20 日 

海 事 局 
 

「海上運送法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」及び 
「海上運送法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び 

経過措置に関する政令」を閣議決定 

 

Ⅰ．背景  
旅客船の総合的な安全・安心対策を講じることにより海上旅客運送の安全を図ること

等を目的とした海上運送法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）が本年５

月 12 日に公布されました。今般、改正法の一部の施行期日を定めるとともに、当該施行

に伴う関係政令の規定の整備等を行うための政令を制定することとします。 

Ⅱ．概要 

（１）海上運送法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令 

以下の事項に係る改正法の施行期日を、令和６年４月１日とする。 

・船舶使用停止処分の導入 

・旅客不定期航路事業許可更新制度の創設 

・安全統括管理者及び運航管理者の資格者証制度の創設 

・船長要件の強化（事業用操縦免許の厳格化、初任教育訓練） 

・旅客名簿の備置き義務の見直し 

（２）海上運送法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措
置に関する政令 

①海上運送法施行令関係 

・安全統括管理者及び運航管理者に係る資格者証の交付等に係る国土交通大臣の職権

を地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）に委任する。 

②船舶職員及び小型船舶操縦者法施行令関係 

・小型旅客船の船長に必要な事業用操縦免許を取得するための講習の実施機関につい

て、登録の有効期間を３年とする。 

・事業用操縦免許に履歴限定※が付されている場合、その限定をされた区域のみを航行

するときでなければ、小型旅客船の船長として乗船できないこととする。 

※乗船履歴が一定要件を満たさない場合に、船長として乗船できる航行区域を限定するもの。 

③改正法の経過措置関係 

・改正法による経過措置期間（施行より３年間）中に既存の小型船舶旅客不定期航路

事業者が安全人材確保計画等を提出し認可を受けようとする場合の、当該認可に係

る国土交通大臣の権限を地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）に委任する。 

 
 

本年５月 12 日に公布された海上運送法等の一部を改正する法律（令和５年法律第 24

号）の施行期日を定める政令及び当該施行に伴う関係政令の規定の整備等を行う政令が、

本日、閣議決定されました。 

 【問い合わせ先】 

（１）関係 国土交通省海事局船員政策課 木坂、小倉 

TEL：03-5253-8111（内線 45-102、45-125）、03-5253-8647（直通） 

（２）関係 国土交通省海事局海技課 南澤、梅崎 

 TEL：03-5253-8111（内線 45-302、45-318）、03-5253-8655（直通） 

 


